第7章  インドネシア

瀧井  貞行

最近の動向： 2004年末，北スマトラ州アチェの西で発生した巨大な地震と津波により，インドネシアは新たに深刻な課題を突き付けられた。その犠牲者数や被害の全貌は依然として不明だが，2005年1月末において死亡が確認された，または行方不明で死亡したと想定される者の数は22万に達している。Consultative Group on Indonesia（2005）の速報によれば，被害総額は45億米ドルで，これは同国のGDPの1.7％に相当する（表7.1）。ただし，最も深刻な影響を受けたアチェは，独立派武装組織独立アチェ運動（GAM）とインドネシア軍との長い闘争により他の地域との経済的なつながりは薄い。したがって，経済面でのマイナスの影響は同地域に限られると見られている。一方で，今後の復興活動により長期的にはプラスの影響がもたらされよう。そして，他の地域も復興活動に関与することで，プラスの影響はアチェ以外にも拡大すると考えられる。また，災害後にGAMと国軍との間で結ばれた停戦協定をきっかけに永久的な紛争解決に向かうのであれば，やがてはさらなるプラスの効果がもたらされる可能性がある。

インドネシアの歴史において，2004年は大統領直接選挙が初めて行われた年であった。同時にこの選挙は，1998年のスハルト政権崩壊以後に平和裡に行われた2度目の選挙であり，同国の政治面において新たな進展をもたらした。2004年7月の第1回投票において過半数の票を得た候補者がいなかったため，第2回投票が同年9月に行われた。その結果，スシロ・バンバン・ユドヨノが60％の得票で前大統領のメガワティ・スカルノプトリを押しのけ圧倒的勝利を収めた。そのメガワティ前政権下では，ハビビ政権時代（1997～98年）に始まった重要な改革を含め，いくつかの成果がもたらされた。たとえば，マクロ経済の安定化や，地方分権化などを含めた，より代議的な政治への移行が予想以上に円滑になされたことなどである。これらの政治制度面での進展におけるハビビやワヒド，メガワティ政権の貢献は，インドネシアの歴史において重要な功績として評価されよう。

経済は安定化したものの，1997～2003年における成長率は5％を上回ることはなく，危機以降，経済成長は大きく鈍化した（表7.1）。インドネシアにとって低成長は重大な問題である。というのも，毎年多くの新卒者などが労働市場に参入するが，低成長のため市場がそれを吸収できず，労働市場は悪化し失業者が増加しているからである。失業者の以前の定義（主に求職者）に基づけば2001～03年の失業率（5.4～5.9％）は1999～2000年（それぞれ6.4，6.1％）と比べ悪化はしていないように見える（Indonesia, BPS-Statistics，various years d）。しかし，職に就ける見込みがないため求職活動をしてない者を含めた新しい定義に基づけば，失業率は2001年の8.1％から2003年は9.5％に上昇している。労働市場が悪化している原因の一部は，スハルト政権崩壊以降の最低賃金・解雇金の上昇にある。スハルト政権時代は労働者の権利が無視されてきたことを考慮すれば，これらの規制は理解できる。しかし一方で，これらの規制や多発した労働争議により労働コストは上昇し，産業界に不確実性をもたらした。またこれらの問題は，危機後における投資の不振や工場閉鎖の一因となった。

成長，生活水準，経済構造： 危機後の経済復興のペースは少しずつ高まっている。表7.1において想定された2004年通年の経済成長率は5.0％である。これは，同年第1～3四半期の4.9％成長（対前年同期比；Indonesia, BPS-Statistics，various years c）に続いて，第4四半期に同5.3％成長が達成されたことを想定している。2004年の予測をまとめた表1.2では，各機関とも通年で約4.9％の成長を見込んでいた。ただ，2004年11月にジャカルタで行ったインタビュ－結果は，この予測よりも僅かに高い成長率が見込まれるというものであった。いずれにせよ，2004年通年の経済成長率は，政府目標の4.8％や昨年になされた予測（4.0～4.6％；ICSEAD，2004，pp．9～10）を上回ったことはほぼ確実である。2005年の成長率予測については，多くの機関が約5.3％の成長を見込んでおり，経済成長は徐々に加速すると見られている。

インドネシアのGDPの大部分は民間消費支出によって占められている。その対実質GDP比は1996年の62％から1999年には72％へと上昇し，危機後の経済成長に大きく貢献した（表7.1）。ただし，近年，その伸び率は経済全体の成長率よりも僅かに低く，そのため対実質GDP比は2000年の62％から61％（2001～03年），60％（2004年第1～3四半期）へと低下した。経済危機後の大きな変化は，総固定資本形成の対実質GDP比が大幅に低下したことにある。同比率は1989～96年の26～31％から1999年以降には20％弱まで低下した。しかしながら，2004年第1～3四半期の経済成長に大きく貢献した項目の1つは総固定資本形成であった。その対実質GDP比は同期間に0.9％ポイント上昇し20％を上回った。また最も伸びの高かった内需項目は在庫品増加であり，対実質GDP比は2.5％ポイント上昇し4.1％となった。外需（純額，つまり財貨・サ－ビスの輸出マイナス同輸入）は依然として大きくプラスである（対実質GDP比7.5％）。財貨・サ－ビスの輸出の対実質GDP比が1.2％ポイント上昇し40％弱となったのに対し，同輸入はより大幅に増加した。ただし，外需（純額）の対GDP比は危機以前と比べ依然として高い水準にある。

生産面における近年の動向で顕著なのは，鉱業（主に石油・ガス）の対実質GDP比が低下した点である。2000年の12.1％から2004年第1～3四半期には9.5％に低下した（表7.1）。2004年第1～3四半期に対実質GDP比が上昇した産業は，商業，農業，次いで運輸・通信業であり（それぞれ0.3～0.4％ポイント上昇），他の産業には大きな変化は見られなかった。

金融・財政政策： 2004年半ばにインフレ懸念が再び高まった。これは，同年7月のインフレ率が対前年同月比で7.2％まで上昇したためである（Indonesia, BPS-Statistics，various years b）。ただし，その後は沈静化し，2004年平均のインフレ率は6.0％に留まった（表7.2）。この点は，インドネシア中央銀行が近年継続して慎重な金融政策を行ってきたことを反映している。表7.2では，2004年通年のGDPデフレ－タ上昇率を5.8％と想定されており，表1.2の予測値平均とほぼ同程度である。ただし，同年第1～3四半期に記録した5.3％よりは高い水準である（Indonesia, BPS-Statistics，various years b）。1998年当時，GDPデフレ－タは1年間で75％，消費者物価指数は58％上昇したが，この主たる原因はルピアの価値が1996年末から1998年末にかけて4分の1以下に低下したことにあった。確かにその後もインフレ率は為替レ－トの変動と相関をもって推移したが，むしろより重要なインフレの決定要因は狭義のマネ－サプライ（M1）の変動であったと言えよう。たとえば，2001年のインフレ率上昇とルピアの減価は，マネ－サプライ（M1）の対GDP比が上昇した後に生じている。同様に，2001～03年においてマネ－サプライ（M1）の対GDP比が比較的低水準で推移した後は，2002～04年の物価上昇も緩やかであった。

経済危機の悪影響は，財政面にも及んだ。危機直後に政府は，巨額の不良債権を抱え崩壊した銀行部門を救済するために多額の国債を発行した。近年の財政逼迫の一因はこの債務の返済負担にある。さらに，中央政府は地方分権化法が2000年に制定された後，財源の一部を地方に配分する必要が生じた。これらのことが原因となり，1997年度に政府財政は赤字に転じ，1999年度，2001年度には対GDP比で2.8％にまで赤字は拡大した。ただ，その後，同比率は1.9％（2003年度）に低下した。表7.2では2004年の財政赤字は対GDP比で1.1％と想定される。これは，補正予算における政府目標（1.3％の赤字；Indonesia, Ministry of Finance，2004）や表1.2の予測値（ほぼ同程度であるが）よりも低い。2005年の政府目標は，対GDP比で財政赤字を0.8％まで削減することであり，表1.2においても同様な値が示されている。当初は，銀行部門救済に当てられた債務の返済問題により2004～05年における財政赤字の拡大が懸念されていた。しかし，これらの数値からわかるように，メガワティ前政権の慎重な財政管理により，急激な財政赤字の拡大は避けることができた。

むしろ財政政策に関する近年の議論は，燃料補助金の削減や税務行政の改善および教育・医療・インフラ面での拠出増に向けられている。燃料補助金により恩恵を受けるのは，燃料の主たる消費者であり政治的に影響力のある中上流階級が中心であるため，政府にとって補助金削減の問題は慎重を要する。さらに，最近の石油価格の上昇に伴い，国内価格安定化のためにはより多くの燃料補助金拠出が必要とされる状況にある。ユドヨノ政権は補助金を削減し，最終的には撤廃することを政策目標の1つに掲げている。収税強化も慎重を要する問題である。なぜなら，先と同様に，政治的に影響力のある中上流階級からの収税を中心に強化する必要があるからである。一方で，一般に下層階級に恩恵をもたらすであろう教育・医療・インフラ支出の増加については，その必要性について全体的な合意が得られている。ユドヨノ政権の課題は，議会に対して影響力を持つ中上流階級ではなく下層階級に，そして国全体にとって利益となり得る措置をとるよう，議会を説得することにあろう。

対外取引と債務： 国際収支統計を見ると，インドネシアは危機以降，経常収支で巨額の黒字，資本収支で巨額の赤字を計上している（表7.2）。同国の統計によると，資本収支の赤字は，直接投資や証券投資，その他投資（主に借入）の巨額の赤字によるものである。しかしながら，投資国側の統計を見た場合，インドネシアは直接投資において依然として大幅な黒字であることが示されており，インドネシアの統計と非常に対照的である。たとえば，1998～2002年において，開発援助委員会（DAC）の先進国21ヵ国からの投資は77億米ドルに達し（Organisation for Economic Cooperation and Development，2004a），また韓国やマレ－シア，シンガポ－ル，タイからの投資は総額54億米ドルである（Korea, Export-Import Bank of Korea，various years；Malaysia, Bank Negara Malaysia，various years；Singapore, Department of Statistics，2004c；Thailand, Bank of Thailand，2005c）。経済危機以降直接投資が減少したことは確かだが，その減少幅はインドネシアの統計が示すほど大きくないと言えるであろう。

一方，経常収支は1998年以降，黒字が続いている（表7.2）。ただし，ピ－ク時の対GDP比4.8％（2000年）から3.1％（2003年）へ減少した。これらの傾向は，巨額の経常赤字を直接投資や証券投資，その他投資の流入超によって補ってきた過去のパタ－ンとは対照的である。経済危機以降に顕著な動向は，財貨の輸入の大幅減である。これは低成長により輸入の大部分を占める資本財や中間財の需要が低迷したためである。より最近では，財貨の輸出の増加も経常黒字に貢献した。また，2004年1～9月期には大きな変化が見られた。それは，輸入が前年同期比で37％増加したことであり，輸出の同12％を大きく上回っている（表7.3，7.4）。サ－ビスの輸出・所得の受取が同輸入・支払を大きく上回る傾向があることを考慮すると，2004年の経常黒字は大きく減少したと考えられる。そのため，表7.2において経常黒字の対GDP比は1.5％に低下すると想定されており，表1.2の2005年見通しではさらなる低下が予想されている。

品目別・国別の対外取引： 1990年代初めまで，インドネシアの輸出は資源に基づく農産物，原材料，鉱物性燃料のシェアが大部分を占めていた（表7.3）。1985年時点において，これらの輸出は全体の86％を占め，鉱物性燃料（主に石油・天然ガス）が3分の2以上を占めた。資源に基づく輸出活動への過度の依存は，世界価格変動に対する脆弱性をもたらし，経済危機以前に起きた石油・ガス価格の下落傾向は鉱物性燃料の輸出シェアを大きく低下させた。その一方で，機械製品・その他製品はシェアを伸ばした。経済危機以降特に顕著であったのは機械製品輸出の増加であり，そのうち事務用・電算機器，通信機器等，その他電気機器の伸びが大きい。これらの産業における生産活動の大半は多国籍企業（MNC）によるものである（Takii and Ramstetter 2003，p．7）。

輸入については，機械製品輸入が最大で，その輸入総額に占めるシェアは1985年の35％から1994年には42％に上昇した（表7.3）。輸入される機械製品は主に一般機械であり，その多くは資本財である。シェアは小さくなるが，自動車等（同様に資本財）やその他電気機器（主に中間財）がそれに次いでいる。機械製品やその他製品のシェアが上昇したことや石油価格が下落したことにより，鉱物性燃料のシェアは低下した。同国はバタム島などの輸出加工区を通じた輸入に関してその品目別構成を公表していないため，1995年以降の輸入構造の変化を捉えることは困難である。機械製品や他の資本財の輸入は経済危機後の1998～99年に大きく減少したことは間違いない。しかし，輸出加工区を通じた機械製品の輸入シェアは比較的高いと考えられ，また輸出加工区を通じた輸入は1995年の7％から1999～2001年には24～27％に達し，2002～03年は21％程度で推移している。したがって，表7.3の機械製品輸入シェアは過小評価されており，その傾向は1995～97年よりも近年の方が著しいと考えられる。

これまで，インドネシアにとっての最大の輸出市場は日本であったが，1990年以前に5分の2以上を占めていたそのシェアは大幅に低下し，近年は5分の1強となった（表7.4）。近年は，米国や欧州工業国もそれぞれ約7分の1のシェアを占め，インドネシアにとって重要な輸出市場である。以上の3つの輸出市場を合計すると，1980年代半ばはインドネシアの輸出総額の約4分の3を占めていたが，1997年以降は約2分の1に低下した。これは，同国が東アジア地域を中心に輸出市場を多様化させたためである。1990年代半ば以降，輸出総額の約3分の1が東アジアの9ヵ国・地域向けである。そのうち，シンガポ－ル向けが最も多く，全体の約10分の1のシェアを占めている。その他，韓国や中国向けの輸出シェアも高い。特に，中国向けのシェア上昇が顕著である。輸入面でも多くの年において日本が最大の貿易相手国であったが，そのシェアは1986年の29％から1994年の24％へと低下した。1994年までに，米国のシェアも11％まで低下したが，一方で欧州工業国のシェアは22％へ上昇した。シンガポ－ルからの輸入シェアも高いが，1985年の8％から1994年の6％に低下した。他方，シェアが上昇したのは，中国と韓国，台湾である。1995年以降の動向については，先に述べた理由と同様に，輸出加工区を通じた輸入については輸入先の国・地域が分類されていないため，その動向を分析することは難しい。ただ，1998年の経済危機以降，中国からの輸入シェアは高まっており，輸出加工区を通じた輸入を考慮したとしてもこのことは言えるであろう。一方で，日本からの輸入シェアは1994年の24％から1999年には9％にまで下がり，その後は10～13％となっている。しかし，輸出加工区を通じた輸入を国・地域別に分類できたのであれば，その下落幅はより小さなものとなっていたであろう。というのも，輸出加工区を通じた輸入は機械製品を多く含み，また日本の対イ輸出は機械製品に集中しているからである（表7.5）。

日本は，インドネシアに対する公的資金援助の二国間援助において最大の援助供与国であり，また海外銀行借入においても1990年代半ばまで最大の貸付国であった（表7.4）。経済危機後の1998～99年に，日本は他の多国間援助機関とともに巨額の資金援助を供与したため公的資金援助純流入額は大きく増加した。しかし，その後，インドネシアが返済を行ってきたため日本からの援助金は2001～02年において流出超となった。国際収支統計においてその他投資が巨額の流出超となっていたことからわかるように（表7.2），1997年以降銀行借入残高は大きく減少した。日本の銀行界の問題を反映し日本からの銀行借入シェアは低下した一方，欧州からの借入シェアは上昇した。

日本との経済関係： これまで述べてきたように，インドネシアにとって日本は非常に重要な経済面でのパ－トナ－である。一方で日本にとっても，インドネシアは経済面・戦略面において重要な国の1つである。2003年6月，両国は二国間経済連携協定に関する予備的協議を開催することを合意した。しかし，すでに本交渉に入っている他の東アジア諸国と比べ，日イ間の予備的協議は遅れていた。日本側がインドネシアに新政権が発足するのを待っていたというのもその理由の1つであろう。2004年12月半ばには予備的協議の再開が合意され，日本側は2005年4月までに本交渉に入ることを期待している。

インドネシアは，日本との間で経常黒字・貿易黒字を計上する数少ない東アジア諸国の1つである（表7.5）。黒字の多くは鉱物性燃料の輸出によるもので，日本の対イ輸入額の44～52％（1994～2003年）を占める。次に大きなシェアを占めるのがその他製品であり，そのうち木製品，次いで額は小さくなるが，繊維，非鉄金属，紙製品，家具，衣類である。鉱物性燃料や農産品も大きなシェアを占める。前述のように，日本の対イ輸出では機械製品が最大で，多くの年で同輸出総額の3分の2を占めている。ただし，1998～99年は，インドネシアにおける投資活動の不振により機械製品の輸出が減少した。対イ機械製品輸出額は2000年に大きく回復したが，2000～03年においても危機前の水準にまで戻っていない。

サ－ビス収支は貿易収支と比べ均衡しており，また主に銀行貸付の利子受取からなる巨額のその他投資収益により所得収支では日本の黒字である。危機後の1998～99年に大きく増加した日本からインドネシアへの貸付はその後大幅に減少した。また，1997～98年においてインドネシア側が日本の債券を売却したことなどにより，多くの資金が日本からインドネシアへ還流した。日本からの対内直接投資は危機以降も流入超である。ただし，年間純流入額はピ－ク時の1995～98年に記録した9～16億米ドルから1999～2003年には3～6億米ドルまで減少した。

インドネシアにおける日系現地法人総数は，直接投資の動向を反映して1996年まで大きな伸びを示し，その後も緩やかに増加している（表7.6）。これら法人の多くは製造業であり，電気機械や輸送機械，化学に比較的多く存在する。1990年代初めには，繊維にも多くの現地法人が存在した。1996～97年にかけて雇用は大きく増加したが，その後は緩やかな伸びに留まっている。製造業における雇用が最も多く，特に電気機械の増加が顕著である。政府機関である経済産業省（旧通商産業省）の推計によると，売上高は1995年にピ－クに達し，1996～97年は高水準を維持したが，1998年に大きく落ち込んだ。この大半は輸送機械の売上高激減によるものである。ただ，その後の1999～2000年には急速に回復した。特に輸送機械の回復と2000年の電気機械の大幅増が顕著である。
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